
    流山市土砂等の埋立て等による土壌の汚染及び災害の発生の防止に関する 

指導要綱  

（目的）  

第１条 この要綱は、事業者が流山市土砂等の埋立て等による土壌の汚染及び

災害の発生の防止に関する条例（平成１０年流山市条例第１３号。以下「条

例」という。）第２条第２号に規定する埋立事業を行う場合に、市が事業者に

対し必要な指導を行うことにより、土砂等の適正な埋立て等の推進を図るこ

とを目的とする。  

（計画書の提出）  

第２条 条例に基づく埋立事業の許可申請（変更許可申請を含む。）を行おうと

する者（以下「事業者」という。）は、埋立事業事前計画書（別記第１号様

式）（条例第７条第１項の許可の申請にあっては埋立事業変更計画書（別記第

２号様式））を、あらかじめ市長に提出しなければならない。  

２  前項に規定する埋立事業事前計画書又は埋立事業変更計画書の記載内容に

変更があった場合は、速やかに埋立事業事前計画（変更計画）内容変更届

（別記第３号様式）を市長に提出しなければならない。  

３  第１項の埋立事業事前計画書には、次に掲げる関係書類を添付しなければ

ならない。  

（１） 埋立区域の位置図（縮尺２５，０００分の１程度のもの）  

（２） 埋立区域の付近の見取図（縮尺２，５００分の１程度のもの）  

（３） 埋立区域の公図の写し（法務局備え付けによる縮尺のもの）  

（４） 埋立事業の施工前及び施工後の埋立区域の構造が判明できる平面図及び

断面図（縮尺２５０分の１から５００分の１程度のもの）並びに土量計

算書  

（５） 埋立事業に使用される土砂等の搬入計画に関する事項を記載した書面及

び経路図  



（６） 次条に規定する埋立区域に隣接する土地所有者への説明に関する計画書

及び同意書  

（７） その他市長が必要と認める書類  

 

４ 第１項の埋立事業変更計画書は、前項第１号から第６号までに係る部分に

ついての変更に係る部分について記載するものとする。（説明等）  

第３条 事業者は、埋立区域内の土地所有者及び権利を有する者に対し、次に

掲げる事項について説明し、当該埋立事業についての同意書（流山市土砂等

の埋立て等による土壌の汚染及び災害の発生の防止に関する条例施行規則

（平成１０年流山市規則第１６号。以下「規則」という。）別記第３号様式又

は別記第４号様式を準用）を徴するものとする。  

（１） 埋立事業を行う者の氏名又は名称及び法人にあっては、その代表者の氏

名  

（２） 埋立区域の位置及び面積  

（３） 現場事務所を置く場合の設置計画並びに現場責任者の氏名及び職名  

（４） 埋立区域の表土の地質の状況（当該表土と埋立事業に使用される土砂等

が遮断される構造である場合にあっては、その構造）  

（５） 埋立事業に使用される土砂等の量  

（６） 埋立事業の期間  

（７） 埋立事業が完了した場合の構造（一時たい積事業の場合は、埋立事業に

供する施設及び土砂等のたい積の構造）  

（８） 埋立事業に使用される土砂等の搬入計画に関する事項（一時たい積事業

の場合は、年間の埋立事業に使用される土砂等の搬入及び搬出の予定量

並びにその予定搬出先）  

（９） 埋立事業が施工されている間において、埋立区域以外の地域への排水の

水質検査を行うために必要な措置  



（１０）埋立事業が施工されている間において、埋立区域以外の地域への当該

埋立事業に使用された土砂等の崩落、飛散又は流出による災害の発生

を防止するために必要な措置  

（１１）一時たい積事業に使用される土砂等について、当該土砂等が発生し、

又は採取された場所ごとに当該土砂等を区分するために必要な措置 

（１２）土地所有者の義務及び土地所有者に対する措置命令に関する事項  

（１３）その他埋立区域周辺の環境保全上の留意点  

２ 事業者は、その責めに帰することのできない事由により前項に規定する説

明ができない場合又は同意書を徴することができない場合には、その事由及

び措置等の記録を保存しておくものとする。  

（協定の締結）  

第４条 事業者は、埋立区域に隣接する土地所有者及び権利を有する者から、

埋立事業の実施に伴う当該地域の環境保全に係る遵守事項について、協定の

締結の申し出があった場合は、協定の締結に努めなければならない。  

（許可の申請）  

第５条 事業者は、第２条第１項に規定する埋立事業事前計画書及び埋立事業

変更計画書の提出に当たっては、第３条第１項に規定する説明をした者がわ

かる書類及び同意書を添付しなければならない。なお、第３条第２項に規定

する場合にあっては、その記録を添付しなければならない。  

（報告の聴取）  

第６条 市長は、事業者に対し、必要に応じて調整、協議等の状況について、

報告を求めることができる。  

附 則  

 この要綱は、平成１６年７月１日から施行する。  

附 則  

この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。 

  


